
 

 

 

11  変更届出書等の作成 

 

 鉛筆、シャープペンシル、消しゴムでインクが消えるタイプのボールペン

で記入した変更届出書等や確認資料は不可 

 変更事項により、確認資料を要する場合があります。 

 変更等があった場合の届出一覧表（表 10）を御覧ください。 

※事実と異なる内容の申請・届出をした場合、許可の取消処分や、刑事罰の

対象となることがあります。内容をよく確認した上で作成してください。 
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様式第二十二号の二（第八条、第九条関係）

　(1)商号又は名称　(2)営業所の名称、所在地又は業種　(3)資本金額　(4)役員等の氏名　(5)個人業者の氏名
　(6)支配人の氏名　(7)建設業法施行令第３条に規定する使用人 (8)　建設業法第7条第2号　に規定する営業所技術者

建設業法第15条第2号　に規定する特定営業所技術者
について変更があつたので届出をします。

殿

許可年月日

記

◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】

連絡先

３ ６

 ○ 代表者を、Ａから常勤役員等である取締役Ｂに変更した。前代表者Ａは役員を退いた後も株主である。

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日 備　　　　　考

代表者の変更 Ａ

5

法 人 番 号

ファックス番号

所属等 氏名

10 15

資 本 金 額

3

４ ４

電話番号

（千円）
又 は 出 資 総 額 , ,

3 5 10

郵 便 番 号 ４ ３ － 電 話 番 号

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

市区町村名

3 5 10 15 20

主たる営業所の
所 在 地

４ ２

主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

４ １ 都道府県名

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

４ ０ 香 野 幸 子

3 5 10

チ コ
代表者又は個人
の氏名のフリガ

ナ
３ ９ コ ウ ノ 　 サ

203 5 10 15

商 号 又 は 名 称 ３ ８

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

　変更の内容が、次の◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】又は第二面の◎
【営業
しようとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】の各欄に掲げる事項に係る場合には、該当する欄にも変更後の

3 5 10 15 20

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

３ ７

Ｄ Ｄ 株主等

Ａ Ａ 株主等

Ｃ Ｃ （専）

役員等の変更 Ａ ━ 令和○年○月○日

Ｂ Ｂ（香野　幸子） （経）

Ｂ（香野　幸子） 令和○年○月○日 （経）

月 日
特

号 令和
般

－ ）第 年許 可 番 号 ３ ５ 1 1 許可（
埼玉県　知事
 国土交通大臣

下記のとおり、

令和　3  年　11  月　1  日

 地方整備局長
 北海道開発局長

埼玉県　知事 届出者

項 番

大臣
コード

知事
3 5 10 11 13 15

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ６

○　変　更　届　出　書

（第一面）

届出事項のうち、変更後の
事項で該当するものを記入

法人は記入

該当するものがあれば「○」で囲む

許可年月日が複数あるときは、最も古い許可の年月日を記入

該当しないものを消す

右詰め 空欄は「0」で埋める

変更後欄の代表者や役員が常勤役員等（経営業務の管
理責任者等）や営業所技術者等（専任技術者）である
場合には（経）,（専）と記入

代表取締役が、Ａ→Ｂ（香野幸子）に交代した
Ａは代表取締役から退くとともに取締役も退任した

変更前の役員等（顧
問・相談役・株主等を
含む

株主等（総株主の議決権の100分の5以上を有する株主若しくは出資の総額の100分の5以上
に相当する出資をしている者（個人であるものに限る））

変更後欄に記入した
取締役（Ｂ・Ｃ）が
株主であっても、備
考欄に「株主等」の
記入は不要

株主としてのＡ

役員としてのＡ

代表者としてのＡ

担当者の連絡
先を記入

株主Ｄ
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（注）
  営業所技術者等の変更・追加・削除等の別については、営業所技術者等証明書（新規・変更）の記載要領を
　御覧ください。

営業所技術者等の削除 c ━ 令和○年○月○日 本社

令3条使用人の削除 a ━ 令和○年○月○日 ○○営業所の廃止

営業所技術者等が置か
れる営業所のみの変更 c b 令和○年○月○日 本社

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日 備　　　　　考

従たる営業所の廃止 ○○営業所 ━ 令和○年○月○日 ○○営業所の廃止

 ○ 従たる営業所の廃止に伴い、建設業法施行令第3条に規定する使用人aを削除して、主たる営業所の営業所技術者等cに替
えて廃止した従たる営業所の営業所技術者等bを主たる営業所の営業所技術者等に変更した。主たる営業所の営業所技術者等c
は営業所技術者等から削除した。

Ｄ Ｄ 株主等

Ｂ Ｂ 株主等

Ｂ ━ 令和○年○月○日

Ｃ Ｃ （経）,（専）

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日 備　　　　　考

役員等の変更 Ａ Ａ

営業所技術者等の追加 ━ Ｅ 令和○年○月○日 本社

 ○ 取締役（役員＋株主）Ｂが退任した（株主ではある。）。常勤役員等や営業所技術者等の変更はない。

営業所技術者等の削除 Ｂ ━ 令和○年○月○日 本社

Ｃ Ｃ （経）

Ｄ Ｄ 株主等

役員等の変更 Ａ Ａ

Ｂ ━ 令和○年○月○日

 ○ 株主ではない取締役Ｂ（営業所技術者等）が退任（＝退職）して、主たる営業所に新たに営業所技術者等Ｅ（従業員）を追加した。

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日 備　　　　　考

営業所技術者等の削除 Ｂ ━ 令和○年○月○日 本社

営業所技術者等の追加 ━ Ｅ 令和○年○月○日 本社

Ｃ Ｃ （経）

Ｄ Ｄ 株主等

Ｂ ━ 令和○年○月○日

━ Ｅ （専）

 ○ 取締役Ｂ（営業所技術者等）が退任（＝退職）して、Ｂに代えてＥ（取締役＋営業所技術者等）を追加した。
届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日 備　　　　　考

役員等の変更 Ａ Ａ

変更後欄の代表者や役員が常勤役員等（経営業務の管
理責任者等）や営業所技術者等（専任技術者）である

株主等（総株主の議決権の100分の5以上を有する株主若しくは出資の総額
の100分の５以上に相当する出資をしている者（個人であるものに限る））

株主としてのＢ

取締役としてのＢ

変更後欄の代表者や役員が常勤役員等（経営業務の管
理責任者等）や営業所技術者等（専任技術者）である
場合には（経）,（専）と記入

変更後欄に記入した代表取締役
Ａ・取締役Ｃが株主であっても、
備考欄に「株主等」の記入は不要

営業所技術者等としてのＢ

bの配置先を記入

cが配置されていた主たる営
業所（本社）を記入

Ｂが配置されていた主たる
営業所（本社）を記入

Ｅの配置先を記入

変更後欄に記入した代表取
締役Ａ・取締役Ｃが株主で
あっても、備考欄に「株主
等」の記入は不要

変更後欄の代表者や役員が常勤役員等（経営業務の管
理責任者等）や営業所技術者等（専任技術者）である
場合には（経）,（専）と記入

変更後欄に記入した取締
役（Ａ・Ｅ・Ｃ）が株主
であっても、備考欄に
「株主等」の記入は不要

営業所技術者等としてのＢ

Ｂが配置されていた主たる営業
所（本社）を記入

Ｅの配置先を記入

変更前の役員等（顧
問・相談役・株主等を
含む

変更前の役員等（顧
問・相談役・株主等を
含む

変更前の役員等（顧
問・相談役・株主等を
含む
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変更年月日 備　　　　　考

c 令和○年○月○日 本社

 ○ 従たる営業所の新設に伴い、aを建設業法施行令第3条に規定する使用人に新任し、主たる営業所の営業所技術者等
bを従たる営業所に変更して、本店に新たに営業所技術者等cを追加した。

令3条使用人の新任 ━ a 令和○年○月○日 ○○営業所

届　出　事　項

従たる営業所の新設

変　　更　　前 変　　更　　後

備　　　　　考

━

━

（注）
  営業所技術者等の変更・追加・削除等の別については、営業所技術者等証明書（新規・変更）の記載要領を
　御覧ください。

営業所技術者等が置か
れる営業所のみの変更 　　　　b（本社） b 令和○年○月○日 ○○営業所

営業所技術者等の追加

○○営業所 令和○年○月○日

営業所技術者等の担当
業種の変更 a(土)（と） a（土） 令和○年○月○日 （と）一部廃業

 ○ （と）を廃業（※一部廃業）したので、（と）の営業所技術者等a（他の建設工事の営業所技術者等を兼ねてい
る）の担当する建設工事の種類を変更した。

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日 備　　　　　考

※ 一部廃業により、他の建設工事の営業所技術者等を兼ねていない者を削除する場合には廃業届と届出書(様式第22号の3）を作成

令和○年○月○日 （と）業種廃止（本社）

主たる営業所の業種廃止 （土）（建）（と） （土）（建） 令和○年○月○日 （と）業種廃止（本社）

備　　　　　考

 ○ 主たる営業所での（と）の営業を止めた（営業しようとする建設業の変更であって一部廃業ではない）が、従たる
営業所では営業する。主たる営業所の（と）の営業所技術者等a（他の建設工事の営業所技術者等を兼ねている）の担
当する建設工事の種類を変更した。

営業所技術者等の担当
業種の変更 a(土)（と） a（土）

営業所技術者等の削除 a（と） ━ 令和○年○月○日 （と）業種廃止（○○営業所）

 ○ 従たる営業所での（と）の営業を止めた（営業しようとする建設業の変更であって一部廃業ではない）が、主たる
営業所では営業する。従たる営業所の（と）の営業所技術者等a（他の建設工事の営業所技術者等を兼ねていない）を
削除した。

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日

従たる営業所の業種廃止 （土）（建）（と） （土）（建） 令和○年○月○日 （と）業種廃止（○○営業所）

 ○ 常勤役員等を、代表取締役Ａから取締役Ｂに交代した。

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日 備　　　　　考

 ○ 常勤役員等を、取締役Ｂから新任の取締役Ｃに交代した。

常勤役員等の変更 Ａ Ｂ 令和○年○月○日

常勤役員等の変更 Ｂ Ｃ 令和○年○月○日

Ｂ Ｂ

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日 備　　　　　考

役員等の変更 Ａ Ａ

━ Ｃ 令和○年○月○日 （経）

営業所に配置されたb本社に配置されていたb

cの配置先を記入
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許可年月日

（従たる営業所）

フリガナ

（都道府県名）

（従たる営業所）

フリガナ

（都道府県名）

（従たる営業所）

フリガナ

（都道府県名）

４．従たる営業所
　　の廃止

３．従たる営業所
　　の新設

２．営業しようとする建設業
　　又は従たる営業所の所在地の変更

大臣コード
知事

（用紙Ａ４）

（第二面）
項 番 3

区 分 8 1 　

－ ）第

15

許 可 番 号 8 2 1 1 許可（

項 番 3 5 10 11 13

埼玉県　知事

 国土交通大臣

（主たる営業所）

土 建 大 左 と

日
特

◎【営業しようとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】

年 月号 令和
般

筋 舗しゆ板 ガ 塗石 屋 電 管 タ 鋼 井 具 水 消 清 解防 内 機 絶 通 園
30

（
１．一般
２．特定

）営 業 し よ う
8 3 1 1

3 5 10 15 20 25

と す る 建 設 業

3 5 10 15 20 25 30

変更前 1 1 1

　クキエイギョウショ
3 5 10 15 20

従 た る 営 業 所 の
8 4 久 喜 営 業 所名 称

23 25 30 35 40

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5 1 市区町村名 久喜市

3 5 10 15 20

1 2 3 2 都道府県名 埼玉県

1 ━ 1 ━ 1従たる営業所の
所 在 地

8 6 久 喜
23 25 30 35 40

3 5 6 10 15 20

1 2 3 4郵 便 番 号 8 7 3 4 5

土 建 大 左 と 石 屋 電

0 1 _ 2 3 4電 話 番 号 0 4 8 _ 96 －

解
（

１．一般
２．特定

）
絶 通 園 井 具 水

営 業 し よ う
8 8

と す る 建 設 業

消 清板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ

30

変更前

3 5 10 15 20 25

カスカベエイギョウショ
3 5 10 15 20

従 た る 営 業 所 の
8 4 春 日 部 営 業名 称

23 25 30 35 40

所

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5 1 市区町村名 春日部市

3 5 10 15 20

1 2 1 4 都道府県名 埼玉県

1 ━ 1 ━ 1従たる営業所の
所 在 地

8 6 大 山
23 25 30 35 40

3 5 6 10 15 20

1 2 3 4郵 便 番 号 8 7 3 4 5

土 建 大 左 と 石 屋 電

0 1 _ 2 3 4電 話 番 号 0 4 8 _ 85 －

解
（

１．一般
２．特定

）
絶 通 園 井 具 水

営 業 し よ う
8 8 1 1

と す る 建 設 業

消 清板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ

1

30

変更前

3 5 10 15 20 25

ギョウダエイギョウショ
3 5 10 15 20

従 た る 営 業 所 の
8 4 行 田 営 業 所名 称

23 25 30 35 40

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5 市区町村名

3 5 10 15 20

都道府県名

従たる営業所の
所 在 地

8 6

23 25 30 35 40

3 5 6 10 15 20

郵 便 番 号 8 7

土 建 大 左 と 石 屋 電

電 話 番 号－

解
（

１．一般
２．特定

）
絶 通 園 井 具 水

営 業 し よ う
8 8

と す る 建 設 業

消 清板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ

30

変更前

3 5 10 15 20 25

右詰め 空欄は「0」で埋める

許可年月日が複数あるときは、最も古い許可の年月日を記入

該当しないものを消す

2～4の該当する番号を記入(従たる営業所を初めて設置する場合は「１」とした

上で、主たる営業所について営業しようとする建設業及び変更前について記入)

表8 市区町村コード

左詰め

従たる営業所の所在地の変更

営業しようとする建設業の変更

従たる営業所の追加

従たる営業所の廃止（一
部廃業ではない）

左詰め

主たる営業所での一般建設業（と）の営業を止めた（営業しようとする建設業の変
更であって一部廃業ではない）が、従たる営業所での（と）の営業は継続する

表8 市区町村コード
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（２）　下記のとおり、専任の技術者の交替に伴う削除の届出をします。

殿

１．新規許可２．営業所技術者等の担当業種３．営業所技術４．営業所技術者等の交５．営業所技術者等が置かれ
　　等 　　又は有資格区分の変更　　者の追加　　替に伴う削除 　　る営業所のみの変更

許可年月日

（フリガナ）

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（２）　下記のとおり、専任の技術者の交替に伴う削除の届出をします。

殿

１．新規許可２．営業所技術者等の担当業種３．専任技術４．営業所技術者等の交５．営業所技術者等が置かれ
　　等 　　又は有資格区分の変更　　者の追加　　替に伴う削除 　　る営業所のみの変更

許可年月日

（フリガナ）

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

営業所技術者等
の 住 所    行田市○-○-○ 営業所の名称　（新所属）

変更、追加又は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称　　本社令和○○年○○月○○日 （旧所属）

有 資 格 区 分 ６ ５ 1 3

７ ８
3 5 7 9 11 13 15 17

１ ２ ３ ４ ５ ６

設 工 事 の 種 類

現在担当してい
る建設工事の種 7 7

30

今後担当する建
６ ４

電土 建 大 左 と 石 管
25

2 日生年月日Ｈ 0 2年

3 5 10 15 20

内 機 絶 通舗しゆ板 ガ 塗 防屋

0 3月 0
タ 鋼 筋 清 解

亮
具 水 消園 井

氏 名 ６ ３ ナ カ 中 野

記

項 番 フリガナ 　　　　ナカノ　リョウ
3 5 10 15 18 20

0 日
 特

号 令和 年 00 9 9 9 9 9
般

－ ）第

11 13 15

許 可 番 号 ６ ２ 1 1 4月 3
 国土交通大臣
埼玉県　知事

許可（

大臣コード
知事

3 5 10

項 番 3

区 分 ６ １ 4

 北海道開発局長  申請者　(株)忍建設
埼玉県 知事 届出者　代表取締役　成田　誠一　　　  　　　　　

（１）　下記のとおり、
建設業法第７条第２号

に規定する専任の技術者を営業所に置いていることに相違ありません。
建設業法第15条第２号

令和　3  年　11  月　1  日

 地方整備局長 　〒 361-0023  行田市長野943

０ ０ ０ ０ ３

  営業所技術者等証明書（新規・変更）

営業所技術者等
の 住 所    加須市○-○-○ 営業所の名称　　本社（新所属）

様式第八号（第三条関係） （用紙Ａ４）

変更、追加又は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和○○年○○月○○日 （旧所属）

有 資 格 区 分 ６ ５ 1 3

７ ８
3 5 7 9 11 13 15 17

１ ２ ３ ４ ５ ６

設 工 事 の 種 類

現在担当してい
る建設工事の種

25 30

今後担当する建
６ ４ 7 7

3 5 10 15 20

内 機 絶土 建 大 左 と 石 舗しゆ板 ガ 塗 防屋 電 管 タ 鋼 筋 具 水 消園 井

3 日生年月日Ｈ 0 3年
清 解通

忠
20

氏 名 ６ ３ カ ワ 川 野 0 4月 0

記

項 番 フリガナ 　　　　カワノ　タダシ
3 5 10 15 18

0 日
 特

号 令和 年 00 9 9 9 9 9
般

－ ）第

11 13 15

許 可 番 号 ６ ２ 1 1 4月 3
 国土交通大臣
埼玉県　知事

許可（

大臣コード
知事

3 5 10

項 番 3

区 分 ６ １ 3

 北海道開発局長  申請者　(株)忍建設
埼玉県 知事 届出者　代表取締役　成田　誠一　　　  　　　　　

  営業所技術者等証明書（新規・変更）

（１）　下記のとおり、
建設業法第７条第２号

に規定する専任の技術者を営業所に置いていることに相違ありません。
 建設業法第15条第２号

令和　3  年　11  月　1  日

様式第八号（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ３

 地方整備局長 　〒 361-0023  行田市長野943

右詰め 空欄は「0」で埋める

表9 資格コード番号

(営業所技術者等)

（資格等の場合）

表4 営業所技術者等の資格一覧

表(資格・免許及びコード番号)

◎ 営業所技術者等の交替に伴う削除

不要なものを消す

上段は一般建設業、下段は特定建設業 該当しないものを消す

右詰め 空欄は「0」で埋める

表9 資格コード番号

(営業所技術者等)

（資格等の場合）
表4 営業所技術者等の資格一覧
表(資格・免許及びコード番号)

◎ 営業所技術者等の追加

不要なものを消す

許可年月日が複数あるときは、最も古い許可の年月日を記入

許可年月日が複数あるときは、最も古い許可の年月日を記入
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（２）　下記のとおり、専任の技術者の交替に伴う削除の届出をします。

殿

１．新規許可２．営業所技術者等の担当業種３．営業所技術４．営業所技術者等の交５．営業所技術者等が置かれ
　　等 　　又は有資格区分の変更　　者の追加　　替に伴う削除 　　る営業所のみの変更

許可年月日

（フリガナ）

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（２）　下記のとおり、専任の技術者の交替に伴う削除の届出をします。

殿

１．新規許可２．営業所技術者等の担当業種３．専任技術４．営業所技術者等の交５．営業所技術者等が置かれ
　　等 　　又は有資格区分の変更　　者の追加　　替に伴う削除 　　る営業所のみの変更

許可年月日

（フリガナ）

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

様式第八号（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ３

 地方整備局長 　〒 361-0023  行田市長野943
 北海道開発局長  申請者　(株)忍建設

埼玉県 知事 届出者　代表取締役　成田　誠一　　　  　　　　　

  営業所技術者等証明書（新規・変更）

（１）　下記のとおり、
建設業法第７条第２号

に規定する専任の技術者を営業所に置いていることに相違ありません。
 建設業法第15条第２号

令和　3  年　11  月　1  日

大臣コード
知事

3 5 10

項 番 3

区 分 ６ １ 2

13 15

許 可 番 号 ６ ２ 1 1 4月 3許可（
般

－ ）第
 国土交通大臣
埼玉県　知事

11

0 日
 特

号 令和 年 00 9 9 9 9 9

記

項 番 フリガナ 　　　　キムラ　ユタカ
3 5 10 15 18

豊
20

氏 名 ６ ３ キ ム 木 村 0 5月 0
具 水 消園 井

4 日生年月日Ｈ 0 4年
清 解通舗しゆ板 ガ 塗 防屋 電 管 タ 鋼 筋

3 5 10 15 20

内 機 絶土 建 大 左 と 石
25 30

今後担当する建
６ ４ 7設 工 事 の 種 類

現在担当してい
る建設工事の種 7 7

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８
3 5 7 9 11 13 15 17

変更、追加又は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称　　本社令和○○年○○月○○日 （旧所属）

有 資 格 区 分 ６ ５ 1 3

０ ０ ０ ０ ３

  営業所技術者等証明書（新規・変更）

営業所技術者等
の 住 所 　　久喜市○-○-○ 営業所の名称　　本社（新所属）

様式第八号（第三条関係） （用紙Ａ４）

 北海道開発局長  申請者　(株)忍建設
埼玉県 知事 届出者　代表取締役　成田　誠一　　　  　　　　　

（１）　下記のとおり、
建設業法第７条第２号

に規定する専任の技術者を営業所に置いていることに相違ありません。
 建設業法第15条第２号

令和　3  年　11  月　1  日

 地方整備局長 　〒 361-0023  行田市長野943

大臣コード
知事

3 5 10

項 番 3

区 分 ６ １ 5

13 15

許 可 番 号 ６ ２ 1 1 4月 3許可（
般

－ ）第
 国土交通大臣
埼玉県　知事

11

0 日
 特

号 令和 年 00 9 9 9 9 9

記

項 番 フリガナ 　　　　オオヤマ　ヨシオ
3 5 10 15 18 20

氏 名 ６ ３ オ オ 大 山 0 4月 0
タ 鋼 筋 清 解

芳 郎
具 水 消園 井

3 日生年月日Ｓ 4 3年

3 5 10 15 20

内 機 絶 通舗しゆ板 ガ 塗 防屋 電土 建 大 左 と 石 管
25 30

今後担当する建
６ ４ 4 4設 工 事 の 種 類

現在担当してい
る建設工事の種 4 4

１ ２ ３ ４ ５ ６

有 資 格 区 分 ６ ５ 0 2

７ ８
3 5 7 9 11 13 15 17

営業所技術者等
の 住 所    鴻巣市○-○-○ 営業所の名称　　○○営業所（新所属）

変更、追加又は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称　　本社令和○○年○○月○○日 （旧所属）

上段は一般建設業、下段は特定建設業 該当しないものを消す

右詰め 空欄は「0」で埋める

表9 資格コード番号

(営業所技術者等）

（実務経験がある場合）
表9 資格コード番号(営業所
技術者等)

◎ 営業所技術者等が置かれる営業所のみの変更

不要なものを消す

上段は一般建設業、下段は特定建設業 該当しないものを消す

右詰め 空欄は「0」で埋める

表9 資格コード番号

(営業所技術者等）

（資格等の場合）

表4 営業所技術者等の資格一覧
表(資格・免許及びコード番号)

◎ 営業所技術者等の担当業務の変更

不要なものを消す

許可年月日が複数あるときは、最も古い許可の年月日を記入

許可年月日が複数あるときは、最も古い許可の年月日を記入

本社内での担当業務の変更
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様式第二十二号の三（第十条の二関係）

（１）　建設業法第７条第１号に掲げる

（２）　建設業法第７条第２号又は同法第15条第２号 ので届出をします。

殿

許可年月日

具体的事由

届　　　　　　　出　　　　　　　書

　　　基準を満たさなくなつた
下記のとおり、

　　 に掲げる基準を満たさなくなつた
（３）　営業所技術者等を削除した

（４）　欠格要件に該当するに至つた

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ８

項 番 大臣コード
知事

3 5

令和　3  年　11  月　1  日

 地方整備局長
 北海道開発局長

埼玉県 知事 届 出 者

10 11 13 15

許 可 番 号 ５ １ 1 1 第
埼玉県 知事

 国土交通大臣
許可（

般
－ ）

特
月 日号 令和 年

記

　　　　　　　　　　　　　(1)　建設業法第７条第１号に掲げる基準〔経営業務の管理責任者等〕を満たさなくなつた場合

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

3 5 10 13 14 16 18

月 日

　　　　　　　　　　　　　(2)　建設業法第７条第２号又は同法第15条第２号に掲げる基準〔営業所技術者等〕を満たさなくなつた場合

生年月日 年氏 名 ５ ２

　　　　　　　　　　　　　(3)　営業所技術者等を削除した場合

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

3 5 10 13 14 16 18

氏 名 ５ ３ 日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

3 5 10 13 14 16

年 月生年月日

18

氏 名 ５ ３ 月 日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

生年月日 年

３

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

3 5 10 13 14 16 18

日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

　　　　　　　　　　　　　(4)　建設業法第８条第１号及び第７号から第13号までに規定する欠格要件に該当するに至つた場合

年 月生年月日氏 名 ５

(1) 経営業務管理責任者等(常勤役員等を直接に補佐する者を含

む）が欠けた

(2) 営業所技術者等が欠けた
(3) 一部廃業又は営業所の廃止により営業所技術者等を削除（当該
営業所技術者等の担当する建設工事がすべてなくなった場合）する
場合（廃業届（一部廃業）又は変更届も同時に提出）
(4) 業者（役員等、施行令第3条で定める使用人を含む）が欠格要
件に該当するに至った

右詰め 空欄は「0」で埋める

不要なものを消す 許可年月日が複数あるときは、最も古い許可の年月日を記入

右詰め 空欄は「0」で埋める

・ 欠格要件に該当する者の役名等及び氏名
・ 欠格要件該当理由
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県様式第１号（第２条関係） 

 

変 更 届 出 書 

 

令和〇 年 〇 月 〇 日   

 

 （宛先） 

 埼玉県知事   

 

        許可番号 埼玉県知事許可（般・特－○○）第 ○○○○○○号  

        法人番号 ○○○○○○○○○○○○○  

        届出者  ○○市○○○○ ○-○-○ 

             （株）○○建設  

             代表取締役 ○○○○ 

 事業年度（第○○期  ○○年 ４月 １日から  ○○年 ３月３１日まで）

が終了したので、別添のとおり、下記の書類を提出します。 

記 

 ⑴工事経歴書 ⑵工事施工金額 ⑶貸借対照表及び損益計算書 ⑷株主資本等変

動計算書及び注記表 ⑸事業報告書 ⑹附属明細表 ⑺事業税納付済額証明書 ⑻

使用人数 ⑼建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧表 ⑽定款 ⑾健康保

険等の加入状況 

 

記載要領 

⑴から⑾までの事項については、該当するものの番号を○で囲むこと。 

 

般・特の別を記入 

決算期を記入 

⑴⑵⑶⑺   …… 個人の変更届出書（決算報告）必要書類。 

⑴⑵⑶⑷⑸⑺ …… 法人の変更届出書（決算報告）必要書類。 

⑻⑼⑽    …… 事業年度内に変更があった場合のみ、 

          期末の状況を提出する。 

⑾      …… 事業年度内に保険加入の加入人数に関する変更 

          があった場合に、届出時点の状況を提出する。 

資本金が 1 億円超、又は貸借対照

表の負債合計が 200 億円以上の株

式会社のみ添付する。 

株式会社のみ添付する。 

納税証明書又は埼玉県税の納税情

報の確認に関する同意書を添付す

る場合は(7)を〇で囲む。 
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○  事 業 報 告 書  

 

自 令和  年   月  日 

至 令和  年  月  日 

 

                                                        (株)○○建設 

 

  建設業界における受注環境は一段と厳しさを増しておりますが、当社は全力をあげて受注

に努力しました結果、受注高は××千円余と前期に比較して××％増となり、売上高は××

千円余と前期比××％増となりました。  

  利益につきましては、当期利益では××千円余、前期比××％増となりました。  

  建設業界におきましては、公共工事の発注量の増加は期待できず、民間工事につきまして

も発注量は伸び悩むものと思われますので、受注競争はますます厳しくなるものと思われま

す。  

  当社といたしましては、このような情勢に対処して、全社の総力を結集して社業の発展・

業績の向上に邁進いたす所存です。 
 

○ 株式会社のみ提出してください。 

○ 様式は任意です。 

○ 営業の概要、会社の概況等を記入してください。 
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様式第二十二号の四（第十条の三関係）

許可年月日

【備考】
令和　　　年　　　月　　　日

（１）　許可に係る建設業者が死亡したため

（２）　法人が合併により消滅したため

（３）　法人が破産手続開始の決定により解散したため

（４）　法人が合併又は破産手続開始の決定以外の事由により解散したため

（５）　許可を受けた建設業を廃止したため

 国土交通大臣

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ９

項 番 3

届 出 の 区 分 ５ ４

○　　廃　　　業　　　届

下記のとおり、建設業を廃止したので届出をします。

令和　3  年　11  月　1  日

 地方整備局長
 北海道開発局長

埼玉県　知事 殿 届出者

11 13 15

（
１．全部の業種の廃業

）
２．一部の業種の廃業

大臣コード
知事

許 可 番 号 ５ ５ 1 1

3 5 10

第許可（
般

－ ）
特埼玉県　知事

月 日号 令和 年

記

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 清 解園 井 具 水 消通ガ 塗 防 内 機 絶タ 鋼

2

筋 舗しゆ板

（
１．一般
２．特定

）
届出時に許可を
受けている建設

業

3 5 10 15 20

廃止した建設業 ５

25 30

５ ７ 1 1 2

６

3

行政庁側記入欄
整理区分

５ ８

3 5 7

決裁年月日 ５ ９ 令和 日

廃業等の年月日

廃 業 等 の 理 由

年 月

「２.一部の業種の廃業」の場合は、営業所技術者

等の削除（当該営業所技術者等の担当する建設工事

がすべてなくなった場合）に係る届出書（様式第22

号の3）を併せて提出

枠内は記入しない

該当する番号を「○」で囲む

該当しないものを消す 右詰め 空欄は「0」で埋める

許可年月日が複数あるときは、最も古い許可の年月日を記入
特定建設業「と」のみを廃業（一部廃業）した場合

廃業等の理由が発生した日を記入
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